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No．EJ-0205

 

2002年10月 
 
 

朝鮮民主主義人民共和国新義州特別行政区基本法 

 
 

朝鮮民主主義人民共和国では、2002年9月12日に『朝鮮民主主義人民共和国新義州特別行政区
基本法』が採択された。この新義州特別行政区基本法は、新義州特別行政区のあり方を定める基

本的法律である。 
  
 以下は、ERINA翻訳による、『朝鮮民主主義人民共和国新義州特別行政区基本法』全文である。 

 

 
 

朝鮮民主主義人民共和国新義州特別行政区基本法 
 

第１章 政治 
 
第１条 新義州特別行政区は朝鮮民主主義人民共和国の主権が行使される特殊行政単

位である。 
 国家は、新義州特別行政区を中央に直轄させる。  
第２条 国家は、新義州特別行政区に立法権、行政権、司法権を付与する。  
第３条 国家は、新義州特別行政区の法律制度を 50年間変化させない。  
第４条 国家は、新義州特別行政区における住民及び非住民の合法的権利及び利益を保

障するようにする。  
第５条 国家は、新義州特別行政区における住民及び非住民の身辺を法に基づき保護す
るようにする。  
第６条 朝鮮民主主義人民共和国の内閣、委員会、省、中央機関は、新義州特別行政区

の事業に関与しない。 
 新義州特別行政区に人員を派遣又は駐在させようとする場合には、長官の同意を得る。  
第７条 新義州特別行政区の防衛事業は国家が行う。 
 国家は、必要に応じて新義州特別行政区に軍事人員を駐屯させることができる。 
 新義州特別行政区は、駐屯部隊に社会秩序維持、災害救助の協力を要求することがで

きる。  
第８条 新義州特別行政区と関連した外交事業は国家が行う。 
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 新義州特別行政区は、国家が委任した範囲で、自己の名義で対外事業を行い、新義州

特別行政区の旅券を別に発給できる。  
第９条 国家は、新義州特別行政区で公式文献を朝鮮語で作成するようにする。 
 外国語で作成された公式文献には朝鮮語の翻訳文を添付する。  
第１０条 国家は、新義州特別行政区で外国の政治組織の活動を許容しないようにする。  
第１１条 国家は、戦争、武装反乱等の事由の発生時、新義州特別行政区で非常事態を

宣布できる。この場合、全国的に適用する法規を実施する。  
 

第２章 経済 
 

第１２条 新義州特別行政区の土地及び天然資源は朝鮮民主主義人民共和国の所有で

ある。 
 国家は、新義州特別行政区における土地及び天然資源の侵害を許容しない。  
第１３条 国家は、新義州特別行政区を国際的な金融、貿易、商業、工業、先端科学、

娯楽、観光地区で構成するようにする。  
第１４条 国家は、新義州特別行政区に土地の開発、利用、管理の権限を付与する。 
 新義州特別行政区の建設総計画は国家の承認を得る。 
 対象建設は、承認された建設総計画に沿って行う。 
第１５条 新義州特別行政区の土地賃貸期間は 2052年 12月 31日までである。 
 国家は、土地賃貸期間が終了した後も、企業の申請に従ってその期間を延長する。こ

の場合、企業に与えた有利な経営活動条件をそのまま保障する。 
第１６条 国家は、新義州特別行政区で合法的に得た土地利用権、建物及び施設物を譲

渡し、賃貸し、転貸し、抵当とするようにする。  
第１７条 国家は、新義州特別行政区において個人所有の財産を保護し、それに対する

相続権を保障するようにする。 
 国家は、新義州特別行政区で個人所有の財産を国有化しない 
 国の安全と関連して、個人所有の財産を接収しようとする場合はその価値を補償する。 
第１８条 新義州特別行政区において、住民の労働する年は 16歳からである。 
 国家は、労働する年に至っていない少年の労働を禁止する。 
第１９条 国家は、新義州特別行政区における勤労者の労働時間を 1日 8時間、週 48
時間を超過しないようにする。  
第２０条 国家は、新義州特別行政区に創設された企業が共和国の労働力を採用するよ

うにする。 
 必要な職種には、区行政府の承認を得て、外国人を使用できる。 
第２１条 国家は、新義州特別行政区における勤労者の最低労賃基準を、区行政府及び

共和国当該機関が合意して定めるようにする。  
第２２条 国家は、新義州特別行政区で有給休暇制、社会保障制等の労働施策を正しく

実施するようにする。  
第２３条 国家は、新義州特別行政区において、自身の貨幣金融施策を実施するように

する。 
 新義州特別行政区では外貨を制限なく搬出入することができる。 
第２４条 国家は、新義州特別行政区において公正で特恵的な税金制度を確立するよう
にする。 
 税金の種類及び税率は新義州特別行政区が定める。 
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第２５条 国家は、新義州特別行政区において特恵関税制度を確立するようにする。 
 関税率は新義州特別行政区が定める。  
第２６条 国家は、新義州特別行政区において会計制度を正しく確立し、計算及び検証

を厳格に行うようにする。  
第２７条 国家は、新義州特別行政区において自身が予算を編成し執行するようにする。 
 予算と関連した立法会議決定は最高立法機関に登録する。  
第２８条 国家は、新義州特別行政区で生産した商品の検査を自身で行い、原産地証明

書を発給するようにする。  
第２９条 国家は、新義州特別行政区における投資家の投資を奨励するようにする。 
 国の安全、住民の健康及び環境保護を阻害し、又は経済技術的に立ち遅れた部門の投

資は行うことができない。 
第３０条 新義州特別行政区における企業創設申請に対する審議は区行政府が行う。 
 水上輸送業、航空輸送業は、共和国当該機関の承認を受けてはじめて行える。  
第３１条 国家は、新義州特別行政区において企業に有利な投資環境及び経済活動条件

を保障するようにする。 
 新義州特別行政区は人員の出入及び物資、資金、情報、通信交流の便宜を保障する。 
 

第３章 文化 
 
第３２条 朝鮮民主主義人民共和国は、新義州特別行政区において文化分野の施策を正

しく実施し、住民の創造的能力を高め、健全な文化情緒的要求を充足させるようにする。  
第３３条 国家は、新義州特別行政区で 1年間の就学前義務教育を含む全般的 11年制
無料義務教育を区の予算で、高い水準で実施する。 
 新義州特別行政区において、社会科学科目教育は、共和国の当該機関と合意しなけれ

ばならない。  
第３４条 国家は、新義州特別行政区において学齢前児童を託児所及び幼稚園で育てる

ようにする。  
第３５条 国家は、新義州特別行政区で先端科学技術を受け入れ、新たな科学技術分野

を積極的に開拓するようにする。  
第３６条 国家は、新義州特別行政区で現代的な文化施設を備え、広範な住民が文学芸

術活動に参加するようにする。 
 国の統一及び民族の団結を阻害する文学芸術活動は行うことができない。 
第３７条 国家は、新義州特別行政区にある革命事跡地、名勝地、天然記念物及び文化

遺物を区の予算で特別に保護するようにする。 
 保護する革命事跡地、名勝地、天然記念物及び文化遺物は共和国の当該機関が定める。  
第３８条 国家は、新義州特別行政区で医療保険制を実施するようにする。 
 新義州特別行政区は伝染病の蔓延等の重大な事態が発生した場合、共和国の当該機関

に依頼して幇助を受けることができる。 
第３９条 国家は、新義州特別行政区において大衆体育活動を奨励し、住民の体力を増

進させ、体育科学技術を発展させるようにする。 
第４０条 国家は、新義州特別行政区で新聞、雑誌等の定期刊行物を発行し、逓信、放

送網等を自身で運営するようにする。 
 定期刊行物、逓信、放送網を利用して、住民の健全な社会意識及び区の社会秩序を害

する行為を行うことはできない。 
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第４１条 国家は、新義州特別行政区において自然資源を保存、造成し、環境汚染を防

止し、住民たちに文化衛生的な生活環境及び労働条件を整えるようにする。  
 

第４章 住民の基本権利及び任務 
 
第４２条 新義州特別行政区の住民になる条件は次の各号に掲げるとおりである。 
1. 新義州特別行政区が組織される以前に居住した者 
2. 共和国公民として、新義州特別行政区の要求に従って区内の機関又は企業に就職し
た者 

3. 外国人で合法的な職業を持ち、区に 7年以上居住した者 
4. 最高立法機関又は長官が推薦した者  
第４３条 住民は社会生活の全ての分野において、誰もが同等の権利及び義務を担う。 
 性別、国籍別、民族別、人種別、言語、財産及び知識程度、政見、信仰によって住民

は差別を受けない。 
第４４条  新義州特別行政区において 17 歳以上の住民は選挙権及び被選挙権を有す
る。 
 法に基づき選挙権を奪われた者は、選挙権及び被選挙権を有することはできない。 
第４５条 住民は言論、出版、集会、デモ、ストライキ、結社の自由を持つ。この権利

は新義州特別行政区の当該法規により保障される。  
第４６条 住民は信仰の自由を有する。 
 いかなる者も宗教を社会秩序を害することに利用できない。 
第４７条 住民は人身及び住宅の不可侵権、書信の秘密を保障される。 
 法に根拠なく住民を拘束、逮捕し、又は身体、住宅を捜索できない。 
第４８条 住民は申訴及び請願の権利を有する。 
 新義州特別行政区は住民の申訴及び請願を公正に審議、処理する。 
 第４９条 住民は居住移転、旅行の自由を有する。 
 共和国の他の地域又は外国に移住し、又は旅行する秩序は、新義州特別行政区が定め

る。 
第５０条 住民は労働に対する権利を有する。 
 住民は希望及び才能に沿って住民は職業を選択でき、労働に基づく報酬を受ける。 
第５１条 住民は休息する権利を有する。 
 新義州特別行政区において住民は、共和国が定めた公休日、祝日の休息の保障を受け、

外国人は民族の風習に基づく休息の保障を受けることができる。 
第５２条 住民は治療を受ける権利を有する。 
 高齢又は病気若しくは障害で労働能力を喪失した人、世話をする人がいない年寄り及

び子どもは、社会保険及び社会保障制度による物質的幇助を受ける。 
第５３条 住民は教育を受ける権利を有する。この権利は、新義州特別行政区の教育施

策によって保障される。  
第５４条 住民は、科学及び文学芸術活動の自由を有する。 
 
 新義州特別行政区は、法に基づき著作権、発明権及び特許権を特別に保護する。 
第５５条 女子は男子と同等の社会的地位及び権利を有する。 
 新義州特別行政区は、産前産後の休暇制等の施策で、乳児を持つ母親及び子どもを保

護する。 
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第５６条 住民は結婚の自由を有する。 
 新義州特別行政区は法に基づき結婚及び家庭を保護する。 
第５７条 新義州特別行政区において住民権を持てなかった外国人は、住民と同等の権

利及び義務を負う。但し、住民権を持たない外国人は選挙権、被選挙権及び区の予算で

実施する社会的恩恵を受ける権利を有することはできない。 
第５８条 新義州特別行政区の共和国公民は祖国防衛の義務を担う。 
 新義州特別行政区における軍隊召募秩序は別に定める。 
第５９条 法規は住民の意思及び利益を反映するもので、区管理の基本手段である。 
 住民は新義州特別行政区において制定した法規を尊重し、厳格に遵守しなければなら

ない。 
 

第５章 機構 
 

第１節 立法会議 
 
第６０条 立法会議は新義州特別行政区の立法機関である。 
 立法権は立法会議が行使する。 
第６１条 立法会議議員数は 15人とする。 
 立法会議議員は住民の一般的、平等的、直接的選挙原則により秘密投票で選挙する。 
第６２条 立法会議議員には、新義州特別行政区の共和国公民がなることができる。 
 新義州特別行政区の住民権を持つ外国人も立法会議議員になることができる。 
第６３条 毎期の立法会議の任期は 5年である。 
 立法会議議員の任期は立法会議任期と同じである。 
第６４条 立法会議の権限は次の各号に掲げるとおりである。  
1. 法規を制定、修正、補充又は廃止する。 
2. 区の予算及びその執行に対する報告を審議、承認する。 
3. 採択した法規を解釈する。 
4. 長官から行政府の事業報告を聴取し審議する。 
5. 長官の提議により、区裁判所所長を任命、解任する。 
6. 区裁判所所長の提議に沿って区裁判所判事、地区裁判所所長、判事を任命、解任す
る。 
第６５条 立法会議は定期会議及び非定期会議を開く。 
 定期会議は四半期に 1回、非定期会議は定期会議の休会期間に立法会議議員全員の 3
分の 1以上の要請に基づき招集する。 
 会議期間は年に 100日以上とする。  
第６６条 立法会議は、議員全員の 3分の 2以上が参席してはじめて成立する。 
第６７条 立法会議は、議長、副議長を置く。 
 議長、副議長の任期は立法会議の任期と同じである。  
第６８条 立法会議議長、副議長は、立法会議で選挙する。 
 議長、副議長は、会議に参席した立法会議議員の半数以上の賛成を得てはじめて選任

される。  
第６９条 立法会議議長の任務は次の各号に掲げるとおりである。 
1. 立法会議を司会する。 
2. 立法会議の召集日を定め公布する。 
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3. 立法会議が委任した事業を行う。 
第７０条 立法会議の副議長は、議長の活動を助ける。 
 議長が欠院中あるいは職務を遂行できない場合には、それを代理する。 
第７１条 立法会議の議案は、議員が提出する。 
 長官及び行政府も立法会議の議案を提出できる。  
第７２条 立法会議は、決定を下す。 
 立法会議の決定は、会議に参席した議員の半数以上の賛成を得てはじめて採択される。  
第７３条 立法会議は、採択した決定について長官が意見を提起する場合、1カ月以内
に再び審議する。 
 再審議して採択された決定について長官が意見を提起する場合、立法会議の議員全員

の 3分の 2以上の賛成を得て採択する。この場合、長官は義務的に同意する。 
 
第７４条 立法会議で採択した決定は、1カ月以内に最高立法機関に登録する。 
 最高立法機関は、提出された決定に対して登録、又は送り返して修正させることがで

きる。 
 登録せず送り返した決定は、効力を持たない。  
第７５条 立法会議の議員は、不可侵権の保証を得る。 
 立法会議の議員は、現行犯の場合を除いて立法会議の承認なく拘束又は逮捕すること

ができない。  
 

第２節 長官 
 
第７６条 長官は、新義州特別行政区を代表する。 
 長官は、自己の事業について最高立法会議の前に責任を負う。  
第７７条 長官には、新義州特別行政区の住民であって事業能力があり、住民の信望の

高い者がなることができる。 
 長官の任命及び解任は最高立法機関が行う。  
第７８条 長官は、朝鮮民主主義人民共和国及び新義州特別行政区に忠実であることを

宣誓する。 
 宣誓は最高人民会議常任委員会の全体会議で行う。  
第７９条 長官の権限及び任務は次の各号に掲げるとおりである。 
1. 区事業を指導する。 
2. 立法会議の決定、行政府の指示を公布し命令を下す。 
3. 行政府成員を任命、解任する。 
4. 区検察所所長を任命、解任する。 
5. 区検察所所長の提議により区検察所副所長、検事、地区検察所所長を任命、解任す
る。 

6. 区警察局局長を任命、解任する。 
7. 区警察局局長の提議により区警察局副局長、部署責任者、地区警察署署長を任命、
解任する。 

8. 賞状を制定、授与する。 
9. 大使権及び特使権を行使できる。 
10. その他提起される事業を行う。  
第８０条 長官は、立法会議で採択された決定が区の利益に合致しないと認定した場合、
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それを立法会議に送り返し、再び審議させることができる。 
 立法会議が下した 1件の決定について長官は、2回まで送り返すことができる。  
 

第３節 行政府 
 
第８１条 行政府は、新義州特別行政府区の行政的執行機関であり、全般的な管理機関

である。 
 行政府の責任者は長官である。  
第８２条 行政府には、必要な部署を置く。 
 行政府の部署責任者、警察局局長には、新義州特別行政府区の住民がなる。 
第８３条 行政府の任務及び権限は次の各号に掲げるとおりである。 
1. 法規執行事業を組織する。 
2. 区の予算を編成してその執行対策を講じる。 
3. 教育、科学、文化、保健、体育、環境保護等の各部門の事業を組織し執行する。 
4. 住民行政事業を行う。 
5. 社会秩序維持事業を行う。 
6. 建設総計画を作成する。 
7. 建設許可及び竣工検査を行う。 
8. 投資誘致を行う。 
9. 企業の創設申請を審議、承認する。 
10. 土地利用権、建物を登録する。 
11. 税務事業を行う。 
12. 税関検査、衛生、動植物検疫事業を行う。 
13. インフラ施設を管理する。 
14. 消防対策を講じる。 
15. 国家が委任したところに基づき、対外事務を処理する。 
第８４条 行政府は、指示を下す。  
 

第４節 検察所 
 

第８５条 新義州特別行政府区の検察事業は、区検察所及び地区検察所が行う。  
第８６条 検察所の任務は次の各号に掲げるとおりである。 
1. 法規を正確に順守するかを監視する。 
2. 法の定めたところに基づき、犯罪事件について捜査、起訴を行い、法人及び個人の
合法的権利及び生命財産を保護する。  
第８７条 区検察所所長には、新義州特別行政府の住民がなる。 
 所長の任期は 5年である。  
第８８条 地区検察所検事の任命、解任は、地区検察所所長の提議により新義州特別行

政区検察所所長が行う。  
第８９条 新義州特別行政区において、検察事業に対する指導は、区検察所が行う。 
 地区検察所は区検察所に服従する。  
第９０条 新義州特別行政区検察所は、自己の事業について長官の前に責任を負う。  
 

第５節 裁判所 
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第９１条 新義州特別行政区における裁判は、区裁判所及び地区裁判所が行う。 
 判決は朝鮮民主主義人民共和国新義州特別行政区の当該裁判所の名義で宣告する。 
第９２条 裁判所の任務は次の各号に掲げるとおりである。 
1. 提起された事件について裁判する。 
2. 法人及び個人の合法的権利及び生命財産を保護する。 
3. 裁判活動を通じて法規を正確に順守するよう教育する。 
4. 判決、判定を執行する。 
第９３条 裁判は、専ら法に基づいて独自的に行う。 
 何人も裁判活動に干渉することができない。  
第９４条 区裁判所所長には、新義州特別行政区の住民がなる。 
 所長の任期は立法会議の任期と同じである。  
第９５条 裁判は、判事 1人及び参審員 2人で構成し、裁判を行う。 
 場合によって判事 3人で裁判所を構成し裁判することもできる。  
第９６条 裁判は、公開し、被訴者の弁護権を保証する。 
 特殊な事件に対する裁判は、公開しないこともできる。 
第９７条 裁判は、朝鮮語で行う。 
 外国人は、裁判において自国の言葉を使うことができる。 
第９８条 新義州特別行政区において裁判事業に対する監督は、区裁判所が行う。 
 区裁判所は、最終裁判機関である。 
 

第６章 区章、区旗 
 
第９９条 新義州特別行政区は、朝鮮民主主義人民共和国の国章、国旗を使用するほか、

自己の区章、区旗を使用する。  
 区章、区旗の使用秩序は新義州特別行政区が定める。  
第１００条 新義州特別行政区の区章は、円形空色の線及び白色の帯内の左右の下部分

に空色の 5角形星が描かれ、その上の部分には空色で「朝鮮民主主義人民共和国」と書
かれており、白色の帯に囲まれた空色の下地の中心には木蘭の花が白色で描かれており、

その下の円形の下の部分と重なった空色の帯の部分には２列で「新義州特別行政区」と

白色で書かれている。 
 円形空色の下地の下部分と空色の帯が重なった部分には白い線がある。 
第１０１条 新義州特別行政区の区旗は、空色の下地の中心に木蘭の花が白色で描かれ

ている。 
 旗の縦と横の比率は 1：1.5である。  
 

附則 
 

第１条 本法は、採択された日から実施する。 
第２条 新義州特別行政区では、朝鮮民主主義人民共和国の国籍、国章、国旗、国歌、

首都、領海、領空、国家安全に関する法規以外の法規を適用しない。 
第３条 新義州特別行政区における法規制定は、本法に厳格に準じて行う。 
第４条 本法の解釈は、最高人民会議常任委員会が行う。  


